
令和２年度向け政策要求

障害者（児）相談支援事業の拡充

～計画相談支援の更なる推進に向けて～

令和元年１０月

障害福祉政策担当

個別調査・分析事項

第１部会テーマ：「計画相談支援の一層の推進」
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市内 市外

・指定特定（障害児）相談支援事業所数：40事業所（主な障害種別→身体：14事

業所、知的：25事業所、精神：12事業所、児：22事業所）

・相談支援専門員数：88人（※ 常勤換算：40.0）

・標準担当件数（国基準）：相談支援専門員１人当たり35件／月

・障害者手帳所持者数（平成31年度末時点）：約33,425人（身体：23,197人、療育：5,051人、精神：5,177人）

・支給決定者児数（令和元年8月現在）：5,967人（者：4,352人、児：1,615人）うち、非定型：約65人

・委託相談支援事業所数：７事業所（市内５事業所、市外２事業所)

・相談支援専門員数：16名（常勤換算）

平成30年1月～ 開設

・指定一般相談支援

事業所数：８事業所

・相談員数：10名程度

後方支援等

計
画
相
談
支
援

地
域
移
行
・
定
着
支
援

障
害
者
（
児
）
相
談
支
援

～ 本市の相談支援体系とその実施状況・課題について ～

・直営及び社会福祉法人への委託（※）により実施
（※市内５事業所、市外２事業所（１６人体制））

本市の体制

・新たな委託相談支援事業所（市内１事業所）の設置 等

必要な支援・機能等

・指定特定（障害児）相談支援事業所数：４０事業所
・相談支援専門員数：８８人（※常勤換算：４０.０）

本市の体制

・事業所（相談支援専門員）への指導・助言、人材育成
・事業所の設置促進と連携強化 等

必要な支援・機能等

・指定一般相談支援事業所数：８事業所
・相談支援専門員数：１０人程度

本市の体制

・事業所（相談支援専門員）への指導・助言、人材育成
・事業所の設置促進と連携強化 等

必要な支援・機能等

・相談内容の複雑化・専門化や件数増への対応
・地域の相談支援体制の強化 等

本市の課題

・計画作成率の向上
（作成率：者 59.7％、児 84.5％（R１.８月現在） ）
・計画相談支援体制の強化 等

本市の課題

・親元からの自立や地域生活に係る相談への対応 等

本市の課題

2

尼崎市の相談支援体系
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
高槻市 11,255 12,755 18,903 19,678 20,112 23,066 27,951
東大阪市 22,854 20,940 24,816 25,739 33,281 35,233 35,658
豊中市 4,634 6,060 13,265 11,463 31,405 28,543
尼崎市 9,012 13,091 14,763 17,581 17,826 19,020 20,313
姫路市 3,553 5,489 20,138 26,526 25,684 26,726 33,386
西宮市 18,161 15,813 11,158 11,014 13,310 20,271 26,226
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市町村における相談支援件数（福祉行政報告例）

・ 障害福祉サービス等の基盤整備が図られていることに伴い、障害
者（児）の相談件数は、近隣市においても年々増加傾向にある。
・ 本市では知的障害のサービス利用者が最も多く、主に知的障害者
を対象とする委託相談支援事業所の設置が求められている。

障害者（児）相談支援（委託事業）の状況

・新たな委託相談支援事業所（市内で主に
知的障害を対象）を確保する必要がある

ポイント

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
合計 8,381 10,773 14,302 17,581 17,826 19,020 20,313 20,780
身障センター 【身（者）】 4,804 4,841 5,328 3,546 3,934 2,128 3,021 3,523
たじかの園【児】 542 854 2,548 3,950 3,962 2,015 3,769 4,998
ななくさ【知（者）、児】 964 1,975 2,304 3,277 2,214 3,199 3,713 2,994
三田谷【発達・知（者）、児】 659 723 1,068 2,530 2,637 4,782 2,784 2,687
ポルタ 【精（者）】 689 1,524 1,304 1,363 1,328 1,777 1,451 1,270
福ねっと 【知（者）】 723 789 - - - - - -
さくら【精（者）】 - 27 1,139 1,099 1,905 2,331 2,294 1,470
ぷりぱ 【身（者）】 - 40 611 1,816 1,846 2,788 3,281 3,838

- 40 611 
1,816 1,846 

2,788 3,281 3,838 

-

27 1,139 

1,099 
1,905 

2,331 
2,294 1,470 

723 789 

-

-
-

-
- -

689 
1,524 

1,304 

1,363 
1,328 

1,777 1,451 1,270 

659 

723 
1,068 

2,530 
2,637 

4,782 
2,784 

2,687 

964 

1,975 

2,304 

3,277 2,214 

3,199 

3,713 
2,994 

542 

854 

2,548 

3,950 3,962 

2,015 
3,769 

4,998 

4,804 

4,841 

5,328 

3,546 3,934 

2,128 
3,021 3,523 

 -

 2,000

 4,000

 6,000

 8,000

 10,000

 12,000

 14,000

 16,000

 18,000

 20,000 委託相談支援実績

（相談件数：年度別×事業所別）
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・ 計画相談支援の必須化（法改正）や委託窓口の相談件数の増加等に対応するため、平成24年度に委託相談支
援事業所の拡充を図っている（Ｈ23：6か所 ⇒ Ｈ24：8か所、翌年６月に１事業所（知的障害者）減少）。
・ 本市では、サービスの支給決定基準（ガイドライン）の作成等を優先する必要があったことから、計画相談支
援に本格的に取り組んだのは、平成27年度からとなっている。

計画相談支援（サービス等利用計画等）の状況

年
度

主な取組等

事業所数
（か所）

支給決定者数
（人）

計画作成数
（人）

作成率

委託 指定 者 児 者 児 者 児

Ｈ２４

・計画相談支援の必須化（法改正）
・委託相談支援事業所の拡充
（６か所（６人）⇒８か所（１６人））

８ ０ 3,296 440 0 0 0% 0%

Ｈ２５
・事業所数の減少 （８か所⇒７か所）
・ガイドライン検討部会の設置（H25.9～） ７ ０ 3,458 617 0 0 0% 0%

Ｈ２６ ７ ０ 3,681 801 59 33 1.6% 4.1%

Ｈ２７
・障害福祉サービス等ガイドラインの運用
を開始（非定型審査会の設置含む。）
（H27.4～）

７ 11 3,964 932 264 428 6.7% 45.9%

Ｈ２８ ７ 18 4,035 1,106 584 560 14.5% 50.6%

Ｈ２９

・移動支援事業ガイドラインの運用を開始
（H29.10～）
・基幹相談支援センターの設置 （H30.1～）
・指定事業所の担当者会議等を企画・開催

７ 25
4,153 1,269 1,630 696 39.2% 54.8%

Ｈ３０ ７ 28 4,324 1,505 2,412 1,211 55.8% 80.5%

Ｒ１ （※ ８月末現在） ７ 33 4,352 1,615 2,598 1,365 59.7% 84.5%

H24年と比較して、約3.7倍に増加

基幹Ｃを中心とした指定事業所の育成・
支援等により、作成実績は大幅に増加

・支給決定者数は、依然、増加傾向にあるが、児童については、ほぼ計画どおりの進捗率を確保している
・一方、障害者（18歳以上）の進捗率が伸びていないため、新たな対応策を講じる必要がある

ポイント
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・委託相談支援事業所においては、窓口での相談件数の増加にも対応しながら、計画作成の推進を図る必要が
あるため、１事業所あたり平均で約3.6人の相談支援専門員を配置し、その対応にあたっている。
・これまで「新規利用者（特に児童）」や「支援状況の把握に比較的時間を要さないケース（入所・GH等）」
の計画作成を優先して進めてきたことから、指定事業所においては、その作成傾向が強くなっている。

相談支援事業所の状況

区分 事業費 配置基準（実人員） 主な役割 計画作成にあたっての課題

委託相談
支援事業所

委託料
＋
報酬

２人
＋

α

兼職可

※委託配置の２人
は、窓口相談に
支障ない範囲で可

・市の相談業務の一部委託

・サービス利用に係る計画作成の
みならず、生活全般に関する相談
支援（権利擁護を含む。）を実施。

・委託窓口の相談件数が非常に多く、委託
配置する相談支援専門員（２人）について
は、計画作成に注力しにくい

・相談支援専門員のスキルは指定事業所よ
り高いが、指定事業所が敬遠するケースを
担うことが多く、作成件数が伸びない

指定特定・
障害児相談
支援事業所

報酬
１人
以上

兼職可
・サービス利用に係る計画作成を
実施

・経験年数の短い相談支援専門員が多い

・報酬による運営のため、計画作成に時間
を要するケースを敬遠する傾向が強い

区分 事業所数
相談支援専門員数
（常勤換算数）

計画作成数（人）
１人あたりの
作成数

備考

委託相談
支援事業所

７か所

１１．５３人
（平均１．６４人）

※委託配置の
２人を除く

身体 ２．５９人

９１７

者 ５７５

７９．５人

・委託配置（２人）も含めた
複数体制での対応が可能
なことから、１人あたりの
作成数は指定事業所より
も多い

知的 ３．１６人

精神 ２．６３人
児 ３４２

児童 ３．１６人

指定特定・
障害児相談
支援事業所

３３か所
２８．５０人

（平均０．８６人）

身体 ４．９３人

１,７０９

者 ８９８

６０．０人

・１か所あたりの配置が１
人にも満たない

・児童（通所）や者（入所・
GH）等、計画作成に時間
を要さないケースが多い

知的 ６．７５人

精神 ７．２２人
児 ８１１

児童 ９．６０人

・委託相談支援事業所の方が作成力は高いが、窓口相談等の対応にマンパワーが取られている
・今後、作成に時間を要するケースが増えるため、委託相談支援事業所による体制強化が必須

ポイント
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・計画相談支援の質の向上を図るため、国は平成30年度の報酬改定において、① モニタリングの実施標準期間
を見直す（より頻度が高くなる）とともに、② １人の相談支援専門員が１月に実施するサービス利用支援等
の標準件数（標準担当件数：35件/月）を設定している。
・標準担当件数を一定数超えて（40件以上）作成した場合、超過分は基本報酬が減算されることとなる。

計画相談支援の実施に必要な体制

※ 主に居宅系：居宅介護、重度訪問介護、行動援護、短期入所、就労移行支援、自立訓練【モニタリング期間は３か月】
※ 主に日中系：生活介護、就労継続支援Ａ・Ｂ型（居宅系との併用あり）【モニタリング期間は６か月（併用は３か月）】
※ 主に施設系：共同生活援助（ＧＨ）、施設入所支援、療養介護、地域移行・定着支援【モニタリング期間は６か月】
※ 主に通所：障害児通所支援（放課後デイ等）（居宅系との併用あり）【モニタリング期間は６か月（併用は３か月）】

・仮に、現状の相談支援専門員（全員）が「標準担当件数」まで計画を作成したとしても、知的障害者
については不足が生じるため、知的障害者の計画相談支援の体制を強化する必要がある

ポイント

種別等 支給決定者数（人）

計画作成必要数（件）
（※モニタリングを含む）

A

相談支援専門員１人あたりの担当件数

現状の
常勤換算数

B

月当たりの
担当件数
（A/B）/12月

備考

身体
障害者
（難病含む）

８７４

主に居宅系 ５１２ ２，０４８

２，７７２ ７．５２ ３０．７主に日中系 ２６９ ５３８

主に施設系 ９３ １８６

知的
障害者

２，１３９

主に居宅系 ５０６ ２，０２４

５，２９０ ９．９１ ４４．５

・相談支援専門員１人あ

たりの標準担当件数（国
基準）である「３５件/月」
を大きく超えている

主に日中系 ９９７ １，９９４

主に施設系 ６３６ １，２７２

精神
障害者

１，３３９

主に居宅系 ６６１ ２，６４４

４，０００ ９．８５ ３３．８主に日中系 ６０７ １，２１４

主に施設系 ７１ １４２

児童 １，６１５ 主に通所 １，６１５ ３，２３０ ３，２２０ １２，７６ ２１．１
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・これまで優先的に進めてきた「施設系サービス利用者」への計画作成は、市外（近隣市）の指定事業所の協
力もあり、比較的進んできている。
・知的障害者については、サービス利用が多いことから、全体的にマンパワーが不足している。また、精神障
害者については、その障害特性上、支援状況の把握等に時間を要するため、計画作成が遅れている。

障害者（18歳以上）の作成状況と傾向

種別等 支給決定者数（人） 作成（人） 作成率 未作成（人）

身体
障害者
（難病含む）

８７４

主に居宅系 ５１２

５５４

主に居宅系 ２９６ ５７．８％

３２０

主に居宅系 ２１６

主に日中系 ２６９ 主に日中系 １７７ ６５．８％ 主に日中系 ９２

主に施設系 ９３ 主に施設系 ８１ ８７．１％ 主に施設系 １２

知的
障害者

２，１３９

主に居宅系 ５０６

１，３７７

主に居宅系 ３０２ ５９．７％

７６２

主に居宅系 ２０４

主に日中系 ９９７ 主に日中系 ５８３ ５８．５％ 主に日中系 ４１４

主に施設系 ６３６ 主に施設系 ４９２ ７７．４％ 主に施設系 １４４

精神
障害者

１，３３９

主に居宅系 ６６１

６６７

主に居宅系 ２１３ ３２．２％

６７２

主に居宅系 ４４８

主に日中系 ６０７ 主に日中系 ４０２ ６６．２％ 主に日中系 ２０５

主に施設系 ７１ 主に施設系 ５２ ７３．２％ 主に施設系 １９

合計 ４，３５２

主に居宅系 １，６７９

２，５９８

主に居宅系 ８１１ ４８．３％

１，７５４

主に居宅系 ８６８

主に日中系 １，８７３ 主に日中系 １，１６２ ６２．０％ 主に日中系 ７１１

主に施設系 ８００ 主に施設系 ６２５ ７８．１％ 主に施設系 １７５

・計画の未作成者が特に多い、知的障害の「日中系サービス利用者」と精神障害の「居宅系
サービス利用者」については、個別の対応策を講じる必要がある

ポイント


